
法律の概要

大規模広域な災害に対する即応力の強化等１

住民等の円滑かつ安全な避難の確保２

被災者保護対策の改善３

平素からの防災への取組の強化４

● 市町村長は、学校等の一定期間滞在するための避難所と
区別して、安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を、
緊急時の避難場所としてあらかじめ指定すること。

● 市町村長は、緊急時の避難場所と区別して、被災者が一定期
間滞在する避難所について、その生活環境等を確保するための
一定の基準を満たす施設を、あらかじめ指定すること。

● 災害緊急事態の布告があったときは、災害応急対策、国
民生活や経済活動の維持・安定を図るための措置等の政府
の方針を閣議決定し、これに基づき、内閣総理大臣の指揮
監督の下、政府が一体となって対処すること。

災害対策基本法の概要

● 災害応急対策等に関する事業者について、災害時に必要な事
業活動の継続に努めることを責務とするとともに、国及び地方
公共団体と民間事業者との協定締結を促進すること。

● 東日本大震災を踏まえた法制上の課題のうち、緊急を要するものについては、昨年６月に行った災害対策基本法の「第１弾」
改正にて措置したところ。その際、改正法の附則及び附帯決議により引き続き検討すべきとされた諸課題について、中央防災会
議「防災対策推進検討会議」の最終報告（同年７月）も踏まえ、さらなる改正を実施するもの。

災害対策基本法等の一部を改正する背景
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災害対策基本法制定の背景及び趣旨

● 災害対策基本法は、昭和34年の伊勢湾台風を契機として昭和36年に制定された、我が国の災害対策関係法律の一般法である。
● この法律は、災害対策全体を体系化し、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図ることを目的として制定されたもの
である。

● この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資する
べく、様々な規定を置いている。

等

● 著しく異常かつ激甚な非常災害（東日本大震災クラス以上）が発生した場合に、廃棄物の処理を迅速に行う観点から、廃棄物
処理の特例措置を定めることができる。
○ 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合に、当該災害を政令で指定する。
○ 環境大臣は、その災害の指定があったときは、期間を限り、廃棄物の処理を迅速に行わなければならない地域を特例地域と
して指定することができる。

○ 環境大臣は、特例地域を指定したときは、当該特例地域において適用される特例的な廃棄物処理基準を規定する。
○ 環境大臣が、特例地域を指定したときは、当該特例地域において適用される特例的な廃棄物委託基準を規定する。 等

廃棄物処理の特例措置（災害応急対策の措置）
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著しく異常かつ激甚な非常災害であつて、当該災害による生活環境の悪化を防止することが特に必要と認めら
れるものが発生した場合には、当該災害を政令で指定するものとする。

２環境大臣は、前項の規定による指定があつたときは、期間を限り、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する
法律（昭和45年法律第137号。以下この条において「廃棄物処理法」という。）第２条第１項に規定する廃棄物を
いう。以下この条において同じ。）の処理を迅速に行わなければならない地域を廃棄物処理特例地域として指定
することができる。

３環境大臣は、前項の規定により廃棄物処理特例地域を指定したときは、廃棄物処理特例地域において適用

する廃棄物の収集、運搬及び処分（再生を含む。以下この条において同じ。）に関する基準並びに廃棄物の収
集、運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準を定めるものとする。この場合において、これらの
基準（以下この条において「廃棄物処理特例基準」という。）は、廃棄物処理法第６条の２第２項及び第３項、第
12条第１項並びに第12条の２第１項に規定する基準とみなす。

４廃棄物処理特例地域において地方公共団体の委託を受けて廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者
は、廃棄物処理法第７条第１項若しくは第６項、第14条第１項若しくは第６項又は第14条の４第１項若しくは第６
項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けないで、当該委託に係る廃棄物の収集、運搬又は処分
を業として行うことができる。

５前項の場合において、地方公共団体の長は、同項の規定により廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う
者により廃棄物処理特例基準に適合しない廃棄物の収集、運搬又は処分が行われたときは、

その者に対し、期限を定めて、当該廃棄物の収集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべき
ことを指示することができる。

６環境大臣は、第２項の規定により廃棄物処理特例地域を指定し、又は第３項の規定により廃棄物処理特例基
準を定めたときは、その旨を公示しなければならない。
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（廃棄物処理の特例） 第86条の5


